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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第151期

中間連結会計期間
第152期

中間連結会計期間
第151期

会計期間
自2025年１月１日
至2025年６月30日

自2026年１月１日
至2026年６月30日

自2025年１月１日
至2025年12月31日

売上高 （百万円） 43,245 47,757 89,814

経常利益 （百万円） 4,957 6,650 10,028

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 3,144 4,259 6,235

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 4,039 10,069 14,770

純資産額 （百万円） 131,114 139,133 140,432

総資産額 （百万円） 170,449 200,864 183,005

１株当たり中間（当期）

純利益
（円） 57.28 80.49 114.27

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － 80.42 －

自己資本比率 （％） 75.5 68.4 75.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 566 10,124 2,413

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,292 △669 △7,920

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,549 2,416 △1,874

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 32,965 44,965 32,807

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して
おりません。

２．当社は、「管理職層向け株式交付信託（RS信託）」を導入しております。株主資本において自己株式として

計上されている信託に残存する当社株式は、１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

３．第151期中間連結会計期間及び第151期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）当期の経営成績の状況

当中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日まで）におけるわが国経済は、企業収益の回復を背景と

して雇用・所得環境の改善が進み、個人消費が底堅く推移するとともに、投資需要もみられるなど、総じて緩やかな

回復基調となりました。一方で海外経済においては、米国の通商・金融政策の動向、中国経済の減速をはじめとする

国際的な経済情勢の不確実性に加え、中東情勢の緊迫化に伴う資源価格の高止まりや物流網の混乱など、企業活動に

及ぼす影響が懸念され、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

当社グループを取り巻く外部環境といたしましては、国内市場に限定されず、多くの先進諸国で少子高齢化や人口

減少といった構造的問題を抱えていることに加え、デジタル化の進展により事務用品としての筆記具の需要は縮小傾

向にあります。一方、新興国では人口増加や経済成長を背景に、教育市場が拡大しております。また、ライフスタイ

ルや価値観の多様化、サステナビリティ意識の高まりを背景に、お客様が商品に求める役割や体験価値も変化してお

ります。さらに、市場のボーダーレス化や新興企業の参入によって競争は激化しており、原材料価格や物流コストの

上昇、サプライチェーンを取り巻く環境変化などにより、事業環境の不確実性も高まっております。こうした市場環

境の変化に迅速に対応し、お客様の求める価値を具現化し続けていくことがより重要となっております。

このような経営環境のなか、当社グループは、「書く(かく)、描く(えがく)」を通じた“表現体験そのもの”を創

造することで、すべての人が生まれながらにして持つ個性や才能といった「ユニーク」を表現する機会を創り出すこ

とが、お客様への提供価値と捉え、「違いが、美しい。」というコーポレートブランドコンセプト（企業理念）に基

づき、活動してまいりました。

具体的な活動として、「書くひと時を心地よく。」という価値を提案する「uniball ZENTO（ユニボール ゼン

ト）」シリーズより、シリーズ初となる３色ボールペン『uniball ZENTO シグニチャーモデル 回転繰り出し式３色

ボールペン』、『uniball ZENTO フローモデル ３色ボールペン』、『uniball ZENTO スタンダードモデル ３色ボー

ルペン』を発売いたしました。また、感性と機能を結び、日常を少しだけ特別にすることを目指すライフスタイルブ

ランド「&knot（アンドノット）」を立ち上げ、『&knot カラビナ付きボールペン ジェットストリームインサイド』

を発売いたしました。さらに、長期ビジョン「ありたい姿2036」の実現に向けた取り組みを加速するため、2026年５

月に株式会社アドバンテッジパートナーズとの間で事業提携契約を締結するとともに、資金調達を実施いたしまし

た。

これらの活動の結果、当中間連結会計期間における売上高は47,757百万円（前年同期比10.4％増）、営業利益は

6,170百万円（前年同期比28.6％増）、経常利益は6,650百万円（前年同期比34.2％増）、親会社株主に帰属する中間

純利益は4,259百万円（前年同期比35.5％増）となりました。

 

セグメント別の業績の概観は次のとおりです。

（筆記具及び筆記具周辺商品事業）

国内市場においては、“クセになる、なめらかな書き味。”の「JETSTREAM (ジェットストリーム)」シリーズ、

「書くひと時を心地よく。」という価値を提案する水性ボールペン「uniball ZENTO」の販売が好調であることに加

えて、LAMYブランドと「クルトガ」の技術を融合した新製品の『LAMY safari KURUTOGA inside（ラミー サファリ

クルトガ インサイド）』も堅調に推移し、増収となりました。

海外市場においては、主要なすべての地域で増収となりました。米国地域は、「uniball ZENTO」や「JETSTREAM」

シリーズが好調に推移したことに加えて、前年同期は取引先の信用不安に伴う出荷調整の影響があったため、大幅な

増収となりました。欧州地域は、LAMYブランド製品が順調に販売を伸ばしました。アジア地域は、韓国市場で

「JETSTREAM」シリーズの販売が伸長したことに加え、中国市場におけるブランド強化などの取り組みが奏功いたし

ました。

化粧品事業及び産業資材事業においては、主に産業資材事業でカーボン材料や二次電池材料の売上が堅調に推移

し、増収となりました。

これらの結果、外部顧客への売上高は46,449百万円（前年同期比10.6％増）となりました。
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（その他の事業）

粘着テープ事業、手工芸品事業といったその他の事業におきましては、主に粘着テープの食品向けや衛生用品向け

の売上が堅調に推移いたしました。

これらの結果、外部顧客への売上高は1,308百万円（前年同期比6.1％増）となりました。

 

（２）当期の財政状態の状況

資産、負債及び純資産に関する分析

当中間連結会計期間末の資産は、主に現金及び預金や投資有価証券が増加したことにより、前連結会計年度末に比

べて17,859百万円増加し200,864百万円となりました。

負債は、主に社債の新規発行や長期借入金が増加したことにより、前連結会計年度末に比べて19,158百万円増加

し、61,731百万円となりました。

純資産は、主に利益剰余金やその他有価証券評価差額金が増加したものの、自己株式の取得により自己株式が増加

したことにより、前連結会計年度末に比べて1,299百万円減少し、139,133百万円となりました。

 

（３）当期のキャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて

12,157百万円増加し44,965百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、主に退職給付に係る資産の増加245百万円に対し、税金等調整前中間純利益6,433

百万円、仕入債務の増加767百万円により、合計で10,124百万円（前年同期比9,557百万円の収入の増加）となりまし

た。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、主に固定資産の取得による支出2,718百万円、定期預金の預入による支出1,184百

万円に対し、定期預金の払戻による収入2,293百万円、固定資産の売却による収入1,336百万円により、合計で669百

万円（前年同期比1,623百万円の支出の減少）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、主に自己株式の取得による支出9,981百万円に対し、社債の発行による収入

10,023百万円、長期借入れによる収入5,000百万円により、合計で2,416百万円（前年同中間期は4,549百万円の使

用）となりました。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更は

ありません。

 

（５）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当中間連結会計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について

重要な変更はありません。

 

（６）研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費は2,018百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【重要な契約等】

１.当社は、2026年４月30日開催の当社取締役会において、株式会社アドバンテッジパートナーズ（以下「アドバン

テッジパートナーズ」といいます。）と事業提携契約を締結することを決議し、同日付で当該契約を締結いたし

ました。アドバンテッジパートナーズから受けるノウハウを活用することにより、企業価値向上のための諸施策

の検討と着実な実行を積極的に推進してまいります。

 

２.当社は、アドバンテッジパートナーズに対して、第三者割当の方法により財務上の特約が付された第１回無担保

転換社債型新株予約権付社債を発行いたしました。

契約に関する内容等は、以下のとおりであります。

（１）社債の発行日

2026年５月19日

 

（２）当中間連結会計期間末残高

10,023,968千円

 

（３）償還期限

2031年５月20日

 

（４）担保・保証の内容

本新株予約権付社債には担保は付されておりません。

 

（５）財務上の特約の内容

①本新株予約権付社債権者は、財務制限条項抵触事由（②に定義する。）が生じた場合、当該事由が生じた日

以降、その選択により、当社に対して、償還すべき日の15銀行営業日以上前に事前通知を行った上で、当該

繰上償還日に、その保有する本新株予約権付社債の全部又は一部を各社債の金額100円につき金100円で繰上

償還することを、当社に対して請求する権利を有する。

②「財務制限条項抵触事由」とは、当社の2025年12月期以降の連結若しくは単体の通期の損益計算書に記載さ

れる経常損益が２期連続して損失となった場合、又は、当社の2025年12月期以降の各連結会計年度末日にお

ける連結の通期の貸借対照表に記載される純資産合計の額が、直前の連結会計年度末日における連結の通期

の貸借対照表に記載される純資産合計の額の75％を下回った場合、若しくは当社の2025年12月期以降の各事

業年度の末日における単体の通期の貸借対照表に記載される株主資本合計の額が、直前の事業年度の末日に

おける通期の貸借対照表に記載される株主資本合計の額の75％を下回った場合をいう。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 257,145,168

計 257,145,168

 

 

②【発行済株式】

種類

中間会計期間末
現在発行数
（株）

（2026年６月30日）

 
提出日現在発行数

（株）
（2026年８月５日）

上場金融商品
取引所名又は
登録認可金融
商品取引業協
会名

内容

普通株式 60,042,592 60,042,592
東京証券取引所

(プライム市場)

権利内容に何ら限定のない当社におけ

る標準となる株式であり、単元株式数

は100株であります。

計 60,042,592 60,042,592 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

当中間会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権及び新株予約権付社債は、次のとおりでありま

す。

第１回新株予約権

決議年月日 2026年４月30日

新株予約権の数（個）※ 8,169

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類　※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　※ 816,900　（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 行使価額 2,448（注）３

新株予約権の行使期間　※
自 2026年５月20日

至 2031年５月20日　（注）４

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）　※
（注）５

新株予約権の行使の条件　※ 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項　※ 該当事項なし。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ －

※ 新株予約権の発行時（2026年４月30日）における内容を記載しております。

（注）１．本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正条項付新株予約権

付社債券等の特質等は以下のとおりであります。

（1）本新株予約権の行使請求（以下「行使請求」という。）により当社が新たに発行又はこれに代えて当社の保有

する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を当社普通株式の「交付」という。）する当社

普通株式の数（以下「交付株式数」という。）は行使価額（（注）３．（２）①に定義される。以下同じ。）

の修正にともなって変動する仕組みとなっているため、株価が下落し、（注）３．（2）②に従い行使価額が

修正された場合には、本新株予約権の行使請求により当社が交付する当社普通株式の数は増加する。

（2）行使価額の修正基準

2028年６月30日、2029年６月30日、2030年６月30日及び2031年３月31日（以下、個別に又は総称して「修正

日」という。）の各修正日において、当該修正日まで（当日を含む。）の20連続取引日（株式会社東京証券取

引所（以下「東京証券取引所」という。）において売買立会が行われる日をいう。但し、東京証券取引所にお

いて当社普通株式のあらゆる種類の取引停止処分又は取引制限（一時的な取引制限も含む。）があった場合に

は、当該日は「取引日」に当たらないものとする。以下同じ。）の東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引の終値の平均値（計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた金額。）（以下

「修正日価額」という。）が、当該修正日に有効な行使価額を１円以上下回る場合には、行使価額は、当該修

正日以降、修正日価額に修正される。

（3）行使価額の修正頻度

４回（2028年６月30日、2029年６月30日、2030年６月30日及び2031年３月31日に修正されることがある。）

（4）行使価額の下限等

（注）３．（2）②に従い修正される行使価額の下限は、2,203円とする（但し、下限行使価額（（注）３．

（2）②に定義される。以下同じ。）は（注）３．（3）①乃至⑤に定めるところに従って行使価額に対して行

われる調整と同様の方法による調整に服する。）。

（5）割当株式数の上限

本新株予約権の目的となる株式の総数は、816,900株（2025年12月31日現在の発行済普通株式総数60,042,592

株に対する割合は、1.36％）。但し、（注）２．に記載のとおり、調整されることがある。

（6）取得条項等

本新株予約権は、（注）６．に従い、全部取得されることがある。
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（7）本新株予約権がすべて行使された場合の資金調達額の下限

（注）１．（4）に記載の下限行使価額にて本新株予約権がすべて行使された場合の資金調達額は、

1,800,447,600円である。但し、本新株予約権は行使されない可能性がある。

 

２．新株予約権の目的となる株式の数

本新株予約権１個の行使請求により当社が新たに発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を交付す

る当社普通株式の数は、244,800円（以下「出資金額」という。）を当該行使請求の効力発生日において適用

のある行使価額で除して得られる最大整数とし、本新株予約権複数個の行使請求により当社が交付する当社普

通株式の数は、行使請求の対象となった本新株予約権の数に出資金額を乗じた金額を当該行使請求の効力発生

日において適用のある行使価額で除して得られる最大整数とする。但し、１株未満の端数を生じたときはこれ

を切り捨て、現金による調整は行わない（当社が単元株制度を採用している場合において、本新株予約権の行

使により単元未満株式が発生する場合には、会社法に定める単元未満株式の買取請求権が行使されたものとし

て現金により精算し、１単元未満の株式はこれを切り捨てる。）。

 

３．新株予約権の行使時の払込金額

（1）本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法

本新株予約権１個の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は244,800円とする。

（2）行使価額

①本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる価額（以下「行使価額」

という。）は、2,448円とする（当該行使価額を、以下「当初行使価額」という。）。なお、行使価額は

（注）３．（2）②又は（3）①乃至⑥に定めるところに従い修正又は調整されることがある。

②各修正日において、修正日価額が、修正日に有効な行使価額を１円以上下回る場合には、行使価額は、修正日

以降、修正日価額に修正される。但し、上記の計算の結果算出される金額が下限行使価額（以下に定義す

る。）を下回る場合には、修正後の行使価額は下限行使価額とする。

「下限行使価額」とは、2,203円をいう（但し、下限行使価額は（注）３．（3）①乃至⑥に定めるところに

従って行使価額に対して行われる調整と同様の方法による調整に服する。）。

（3）行使価額の調整

①行使価額の調整

a 当社は、本新株予約権の発行後、（注）３．（3）① b に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変

更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「新株発行等による行使価額

調整式」という。）により行使価額を調整する。

 
  

交付株式数 ×
１株当たりの発行

又は処分価額既発行

普通株式数
＋

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額×
時価

既発行普通株式数＋交付株式数

b 新株発行等による行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整後行使価額

の適用時期については、次に定めるところによる。

イ 時価（（注）３．（3）② b に定義される。以下同じ。）を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付

する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、株式報酬制度（当社及び当社の関係会社の役職員に

対する譲渡制限付株式報酬又は株式交付信託を含む。）に基づき当社普通株式を交付する場合、新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、

その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び合併、会

社分割、株式交換、株式移転又は株式交付により当社普通株式を交付する場合を除く。）調整後行使価額

は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場合はその効力発生

日とする。）の翌日以降、又はかかる交付につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある

場合にはその日の翌日以降これを適用する。

ロ 株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

ハ 時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は時価を下回る価額を

もって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行

又は付与する場合（但し、三菱鉛筆株式会社第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び当社又は当社

の関係会社の役職員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権を

発行する場合を除く。）

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行使

されたものとみなして新株発行等による行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（募集に

際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、新株予約権の場合は割当日とする。）の翌日以降又は

（無償割当ての場合は）効力発生日の翌日以降これを適用する。
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但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用す

る。

ニ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）

の取得と引換えに時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

ホ （注）３．（3）① b イ乃至ハの場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降

の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、（注）３．（3）① b イ乃至

ハにかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合におい

て、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権を有す

る者（以下「本新株予約権者」という。）に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。

  （調整前行使価額

－調整後行使価額）
×
調整前行使価額により当該期間内に

交付された普通株式数
交付普通株式数 ＝

調整後行使価額

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

c イ 当社は、本新株予約権の発行後、下記ロに定める特別配当の支払いを実施する場合には、次に定める算式

（以下「特別配当による行使価額調整式」といい、新株発行等による行使価額調整式と併せて「行使価額

調整式」という。）をもって行使価額を調整する。但し、当社の業績が悪化した場合において、当社及び

本新株予約権者で誠実協議の上、本新株予約権者が必要と判断した場合には、特別配当による行使価額の

調整を行わないものとすることができる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価－１株当たりの特別配当

時価

「１株当たりの特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る当該事業年度の最終の基準日における

本新株予約権１個当たりの目的となる株式の数で除した金額をいう。１株当たり特別配当の計算について

は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

ロ 「特別配当」とは、2031年５月20日までの間に終了する各事業年度内に到来する配当に係る各基準日につ

き、当社普通株式１株当たりの剰余金の配当（会社法第455条第２項及び第456条の規定により支払う金銭

も含む。）の額（金銭以外の財産を配当財産とする剰余金の配当の場合には、かかる配当財産の簿価を配

当の額とする。）に当該基準日時点における本新株予約権１個当たりの目的である株式の数を乗じて得た

金額の当該事業年度における累計額が、基準配当金（基準配当金は、2031年５月20日までの間に終了する

各事業年度につき、本新株予約権の割当日時点における本新株予約権１個当たりの目的である株式の数に

100を乗じた金額。）（当社が当社の事業年度を変更した場合や株式分割等の影響により調整が必要な場

合には、本新株予約権者と協議の上合理的に修正された金額）を超える場合における当該超過額をいう。

ハ 特別配当による行使価額の調整は、各事業年度の配当に係る最終の基準日に係る会社法第454条又は第459

条に定める剰余金の配当決議が行われた日の属する月の翌月10日以降これを適用する。

 

② a 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

b 行使価額調整式で使用する時価は、新株発行等による行使価額調整式の場合には調整後行使価額を適用する

日（但し、（注）３．（3）① b ホの場合は基準日）又は特別配当による行使価額調整式の場合には当該事

業年度の配当に係る最終の基準日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当社

普通株式終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

c 新株発行等による行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるため

の基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を適用する日の１か月前

の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除した数と

し、当該行使価額の調整前に（注）３．（3）① b 又は（3）④に基づき交付されたものとみなされた当社

普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の数を加えた数とする。また、当社普通株式の株式分割

が行われる場合には、新株発行等による行使価額調整式で使用する発行又は処分株式数は、基準日における

当社の有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式の数を含まないものとする。

d 行使価額調整式により算出された行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまるときは、行使価

額の調整は行わないこととする。但し、次に行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使価額を算出する

場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用

するものとする。

③（注）３．（3）① a 及び c のうち複数の規定に該当する場合、調整後行使価額がより低い金額となる規定

を適用して行使価額を調整する。
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④（注）３．（3）① b 及び c の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、

本新株予約権者と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

a 株式の併合、合併、会社分割、株式交換、株式移転又は株式交付のために行使価額の調整を必要とすると

き。

b その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要と

するとき。

c 当社普通株式の株主に対する普通株式以外の種類の株式の無償割当てのために行使価額の調整を必要とする

とき。

d 行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあたり

使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

⑤（注）３．（2）②により行使価額の修正を行う場合、又は（注）３．（3）①乃至④により行使価額の調整を

行うとき（下限行使価額が調整されるときを含む。）は、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事

由、修正前又は調整前の行使価額、修正後又は調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を本新株

予約権者に通知する。但し、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降速

やかにこれを行う。

 

４．新株予約権の行使期間

本新株予約権者は、2026年５月20日から2031年５月20日（但し、第６項に従って当社が本新株予約権の全部を

取得する場合には、当社による取得の効力発生日の前銀行営業日（株式会社証券保管振替機構の休業日でない

日をいう。以下同じ。））までの間（以下「行使期間」という。）、いつでも、本新株予約権を行使すること

ができる。但し、行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日を最終日とする。行使期間

を経過した後は、本新株予約権は行使できないものとする。

上記にかかわらず、以下の期間については行使請求ができないものとする。

（1）当社普通株式に係る株主確定日（会社法第124条第１項に定める基準日をいう。）及びその前銀行営業日

（2）株式会社証券保管振替機構が必要であると認めた日

（3）組織再編行為（以下に定義する。）をするために本新株予約権の行使の停止が必要であると当社が合理的に判

断した場合は、それらの組織再編行為の効力発生日の翌日から14日以内の日に先立つ30日以内の当社が指定す

る期間中は、本新株予約権を行使することはできない。この場合には停止期間その他必要な事項をあらかじめ

本新株予約権者に通知する。

「組織再編行為」とは、当社が消滅会社となる合併契約の締結、当社が分割会社となる吸収分割契約の締結若

しくは新設分割計画の作成、当社が他の会社の完全子会社となる株式交換契約の締結若しくは株式移転計画の

作成、株式交付親会社が当社の発行済株式の全部を取得することを内容とする株式交付計画の作成又はその他

の日本法上の会社組織再編手続で、かかる手続により本新株予約権に基づく当社の義務が他の会社に引き受け

られることとなるものをいう。

 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(1）本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る各本新株予約権の行使に

際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る各本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、別記「新

株予約権の目的となる株式の数」欄記載の株式の数で除した額とする。

(2）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

①本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その

端数を切り上げるものとする。

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、本項①記載の資本金等増

加限度額から本項①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
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６．自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件

当社は、当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）をする場合、株式交換、株式移転若しくは株

式交付により他の会社の完全子会社となる場合、支配権変動事由（以下に定義する。）が生じた場合、若しく

は東京証券取引所において当社の普通株式が上場廃止とされる場合、又はこれらの計画に関しての公表が行わ

れた場合、会社法第273条の規定に従って15取引日前に通知をした上で、当社取締役会で定める取得日に、本

新株予約権１個当たり100円の価額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取

得できる。

「支配権変動事由」とは、以下の事由をいう。

特定株主グループ（当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいう。）の保有者

（同法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を含む。）及びその共同保有者（同法第27条の23第５項

に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含む。））の株券等保有割合

（同法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいう。）が50％超となった場合

 

７．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は以下のとおりであります。

（1）権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

＜行使制限＞

①割当先は、2026年５月19日から2027年５月18日までの期間は、本新株予約権を行使又は転換せず、2027年５月

19日から2029年５月18日までの期間は、本新株予約権の行使により交付された又は交付されることとなる当社

の普通株式の累積数（但し、全ての行使又は転換が当初の行使価額において行われたと仮定して算出される株

式数とする。）の、全ての本証券の当初の目的となる当社の普通株式の株式数に占める比率が、以下の各期間

に応じて定められた値を超えることとなる本新株予約権の行使をしないものとします。なお、割当先は、2029

年５月19日以降、本新株予約権の全てを行使又は転換できるものとします。

a.2027年５月19日から2028年５月18日までの期間：３分の１

b.2028年５月19日から2029年５月18日までの期間：３分の２

②①にかかわらず、以下のいずれかの事由が発生した場合、割当先は、いつでも本新株予約権を行使できるもの

とする。

a 当社が割当先による本新株予約権を行使することに合意した場合

b 当社が本引受契約上の義務又は表明・保証に違反した場合

c 当社が本関連契約に定める当社の重要な義務に違反した場合

d 当社が有価証券報告書又は半期報告書を適法に提出しなかった場合

（2）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当事項はありません。

（3）当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と会社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

該当事項はありません。

（4）その他投資者の保護を図るための必要な事項

該当事項はありません。
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第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

決議年月日 2026年４月30日

新株予約権の数（個）※ 49

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類　※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　※ 4,084,900　（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 転換価額 2,448（注）３

新株予約権の行使期間　※
自 2026年５月20日

至 2031年５月16日　（注）４

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）　※
（注）５

新株予約権の行使の条件　※
各本転換社債型新株予約権の一部行使はできないもの

とする。

新株予約権の譲渡に関する事項　※ （注）６

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ （注）７

新株予約権の行使の際に出資の目的とする財産の内容及び価

額　※
（注）３

新株予約権付社債の残高（千円）※ 9,999,969

※ 新株予約権付社債の発行時（2026年４月30日）における内容を記載しております。

（注）１．本新株予約権付社債は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正条項付新株

予約権付社債券等の特質等は以下のとおりであります。

（1）本転換社債型新株予約権の行使請求（以下「行使請求」という。）により当社が交付する当社普通株式の数は

株価の下落により増加することがある。当該株式数は行使請求に係る本転換社債型新株予約権が付された本社

債の金額の総額を当該行使請求の効力発生日において適用のある転換価額で除して得られる数であるため、

（注）３．（2）②に従い転換価額（（注）３．（2）①に定義される。以下同じ。）が修正された場合には、

本転換社債型新株予約権の行使請求により当社が交付する当社普通株式の数は増加する。

（2）転換価額の修正基準

2028年６月30日、2029年６月30日、2030年６月30日及び2031年３月31日（以下、個別又は総称して「修正日」

という。）において、当該修正日まで（当日を含む。）の20連続取引日の東京証券取引所における当社普通株

式の普通取引の終値の平均値（計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた金額。）

（以下「修正日価額」という。）が、修正日に有効な転換価額を１円以上下回る場合には、転換価額は、修正

日以降、修正日価額に修正される。

（3）転換価額の修正頻度

４回（2028年６月30日、2029年６月30日、2030年６月30日及び2031年３月31日に修正されることがある。）

（4）転換価額の下限等

（注）３．（2）②に従い修正される転換価額の下限は、2,203円とする（但し、（注）３．（3）①乃至⑤に

定めるところに従って転換価額に対して行われる調整と同様の方法による調整に服する。）。なお、本転換社

債型新株予約権の行使により交付される当社普通株式の数は、行使請求に係る本転換社債型新株予約権が付さ

れた本社債の金額の総額を当該行使請求の効力発生日において適用のある転換価額で除して得られる数とな

る。

（5）繰上償還条項等

本新株予約権付社債は、（注）８．（2）②に従い、繰上償還されることがある。

 

２．新株予約権の目的となる株式の数

本転換社債型新株予約権の行使により当社が交付する当社普通株式の数は、同時に行使された本転換社債型新

株予約権に係る本社債の金額の総額を当該行使時において有効な転換価額で除して得られる数とする。但し、

１株未満の端数が生じた場合は、会社法の規定に基づいて現金により精算する（当社が単元株制度を採用して

いる場合において、本転換社債型新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、会社法に定める

単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算し、１単元未満の株式はこれを切り捨て

る。）。なお、かかる現金精算において生じた１円未満の端数はこれを切り捨てる。

 

３．新株予約権の行使時の払込金額

（1）本転換社債型新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法
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①本転換社債型新株予約権１個の行使に際し、当該本転換社債型新株予約権が付された各本社債を出資するもの

とする。

②本転換社債型新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額とする。

（2）転換価額

①各本転換社債型新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられる価額（以下

「転換価額」という。）は、2,448円とする（当該転換価額を、以下「当初転換価額」という。）。なお、転

換価額は（注）３．（2）②及び（3）①乃至⑤に定めるところに従い修正又は調整されることがある。

②各修正日において、修正日が、当該修正日に有効な転換価額を１円以上下回る場合には、転換価額は、当該修

正日以降、修正日価額に修正される。但し、上記の計算の結果算出される金額が下限転換価額（以下に定義す

る。）を下回る場合には、修正後の転換価額は下限転換価額とする。なお、各修正日に先立つ20連続取引日間

の期間中に本号（ハ）②乃至⑧の規定に基づく調整の原因となる事由が発生した場合には、当該20連続取引日

間の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値は、当該事由を勘案して調整される。

「下限転換価額」とは、2,203円とする（但し、（注）３．（3）①乃至⑤に定めるところに従って転換価額に

対して行われる調整と同様の方法による調整に服する。）。

（3）転換価額の調整

①転換価額の調整

a 当社は、本新株予約権付社債の発行後、（注）３．（3）① b に掲げる各事由により当社の発行済普通株式

数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「新株発行等による転

換価額調整式」という。）により転換価額を調整する。

 
  

交付株式数 ×
１株当たりの

発行又は処分価額既発行

普通株式数
＋

調整後転換価額＝ 調整前転換価額 ×
時価

既発行普通株式数＋交付株式数

b 新株発行等による転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行う場合及びその調整後転

換価額の適用時期については、次に定めるところによる。

イ 時価（（注）３．（3）③ b に定義される。以下同じ。）を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付

する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、株式報酬制度（当社及び当社の関係会社の役職員に

対する譲渡制限付株式報酬又は株式交付信託を含む。）に基づき当社普通株式を交付する場合、新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、

その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び合併、会

社分割、株式交換、株式移転又は株式交付により当社普通株式を交付する場合を除く。）

調整後転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場合

はその効力発生日とする。）の翌日以降、又はかかる交付につき株主に割当てを受ける権利を与えるため

の基準日がある場合にはその日の翌日以降これを適用する。

ロ 株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後転換価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

ハ 時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は時価を下回る価額を

もって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行

又は付与する場合（但し、三菱鉛筆株式会社第１回新株予約権及び当社又は当社の関係会社の役職員に対

してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権を除く。）

調整後転換価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行使

されたものとみなして新株発行等による転換価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（募集に

際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、新株予約権の場合は割当日とする。）の翌日以降又は

（無償割当ての場合は）効力発生日の翌日以降これを適用する。

但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用す

る。

ニ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）

の取得と引換えに時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後転換価額は、取得日の翌日以降これを適用する。
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ホ （注）３．（3）① b イ乃至ハの場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降

の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、（注）３．（3）① b イ乃至

ハにかかわらず、調整後転換価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合におい

て、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権を有す

る者（以下「本新株予約権者」という。）に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。

  （調整前転換価額

－調整後転換価額）
×
調整前転換価額により

当該期間内に交付された普通株式数
交付普通株式数 ＝

調整後転換価額

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

②特別配当による転換価額の調整

a 当社は、本新株予約権付社債の発行後、（注）３．（3）② b に定める特別配当の支払いを実施する場合に

は、次に定める算式（以下「特別配当による転換価額調整式」といい、新株発行等による転換価額調整式と

併せて「転換価額調整式」と総称する。）をもって転換価額を調整する。但し、当社の業績が悪化した場合

において、当社及び本新株予約権付社債権者で誠実協議の上、本新株予約権付社債権者が必要と判断した場

合には、特別配当による転換価額の調整を行わないものとすることができる。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
時価－１株当たりの特別配当

時価

「１株当たりの特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る当該事業年度の最終の基準日における各

本社債の金額当たりの本新株予約権の目的となる株式の数で除した金額をいう。１株当たり特別配当の計算

については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

b イ 「特別配当」とは、2031年５月16日までの間に終了する各事業年度内に到来する配当に係る各基準日に

つき、当社普通株式１株当たりの剰余金の配当（会社法第455条第２項及び第456条の規定により支払う

金銭も含む。）の額（金銭以外の財産を配当財産とする剰余金の配当の場合には、かかる配当財産の簿

価を配当の額とする。）に当該基準日時点における各本社債の金額当たりの本新株予約権の目的である

株式の数を乗じて得た金額の当該事業年度における累計額が、基準配当金（基準配当金は、2031年５月

16日までの間に終了する各事業年度につき、本新株予約権付社債の割当日時点における各本社債の金額

当たりの本新株予約権の目的である株式の数に100を乗じた金額をいう。）（当社が当社の事業年度を

変更した場合や株式分割等の影響により調整が必要な場合には、本新株予約権付社債権者と協議の上、

合理的に修正された金額）を超える場合における当該超過額をいう。

ロ 特別配当による転換価額の調整は、各事業年度の配当に係る最終の基準日に係る会社法第454条又は第

459条に定める剰余金の配当決議が行われた日の属する月の翌月10日以降これを適用する。

③ a 転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

b 転換価額調整式で使用する時価は、新株発行等による転換価額調整式の場合は調整後転換価額を適用する

日（但し、（注）３．（3）① b ホの場合は基準日）又は特別配当による転換価額調整式の場合は当該事

業年度の配当に係る最終の基準日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当

社普通株式終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

c 新株発行等による転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるた

めの基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後転換価額を適用する日の１か

月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除し

た数とし、当該転換価額の調整前に（注）３．（3）① b 又は⑤に基づき交付されたものとみなされた当

社普通株式のうち未だ交付されていない当社普通株式の数を加えた数とする。また、当社普通株式の株式

分割が行われる場合には、新株発行等による転換価額調整式で使用する交付株式数は、基準日における当

社の有する当社普通株式に当該株式分割により割り当てられる当社普通株式の数を含まないものとする。

d 転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまるときは、転換

価額の調整は行わないこととする。但し、次に転換価額の調整を必要とする事由が発生し転換価額を算出

する場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこの差額を差し引いた額

を使用するものとする。

④（注）３．（3）① a 及び② a のうち複数の規定に該当する場合、調整後転換価額がより低い金額となる規

定を適用して転換価額を調整する。

⑤（注）３．（3）① b 及び② b の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、当社は、本新株予約権付社債

権者と協議の上、その承認を得て、必要な転換価額の調整を行う。

a 株式の併合、合併、会社分割、株式交換、株式移転又は株式交付のために転換価額の調整を必要とすると

き。

b その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要と

するとき。

EDINET提出書類

三菱鉛筆株式会社(E02366)

半期報告書

14/36



c 当社普通株式の株主に対する普通株式以外の種類の株式の無償割当てのために転換価額の調整を必要とする

とき。

d 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出にあた

り使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

⑥（注）３．（2）②により転換価額の修正を行う場合、又は（注）３．（3）①乃至⑤により転換価額の調整を

行う場合（下限転換価額が調整される場合を含む。）は、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事

由、修正前又は調整前の転換価額、修正後又は調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な事項を本新株

予約権付社債権者に通知する。但し、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の

日以降速やかにこれを行う。

 

４．新株予約権の行使期間

本新株予約権者は、2026年５月20日から2031年５月16日（（注）８．（2）②に定めるところにより、本社債

が繰上償還される場合には、当該償還日の５銀行営業日前）までの間（以下「行使期間」という。）、いつで

も、本新株予約権を行使することができる。但し、行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀行

営業日を最終日とする。行使期間を経過した後は、本新株予約権は行使できないものとする。

上記にかかわらず、以下の期間については行使請求ができないものとする。

(1）当社普通株式に係る株主確定日（会社法第124条第１項に定める基準日をいう。）及びその前銀行営業日

(2）株式会社証券保管振替機構が必要であると認めた日

(3）組織再編行為をするために本新株予約権の行使の停止が必要であると当社が合理的に判断した場合は、それら

の組織再編行為の効力発生日の翌日から14日以内の日に先立つ30日以内の当社が指定する期間中は、本新株予

約権を行使することはできない。この場合には停止期間その他必要な事項をあらかじめ本新株予約権付社債権

者に通知する。

 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(1）新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本転換社債型新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、（注）３．記載の転換価額

（転換価額が調整された場合は調整後の転換価額）とする。

(2）本転換社債型新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事

項

①本転換社債型新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。

②本転換社債型新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、（注）５．

（2）①記載の資本金等増加限度額から（注）５．（2）①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

６．新株予約権の譲渡に関する事項

該当事項なし。但し、当社と割当予定先との間で締結される本引受契約において、本新株予約権付社債の譲渡

については当社取締役会の決議による当社の承認が必要である旨が定められる。

 

７．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が組織再編行為を行う場合は、（注）８．（2）② a に基づき本新株予約権付社債の繰上償還を行う場合

を除き、承継会社等をして、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に付され

た本転換社債型新株予約権の所持人に対して、当該本転換社債型新株予約権の所持人の有する本転換社債型新

株予約権に代えて、それぞれの場合につき、承継会社等の新株予約権で、（注）７．（1）乃至（10）に掲げ

る内容のもの（以下「承継新株予約権」という。）を交付させるものとする。この場合、組織再編行為の効力

発生日において、本転換社債型新株予約権は消滅し、本社債に係る債務は承継会社等に承継され、本転換社債

型新株予約権の所持人は、承継新株予約権の所持人となるものとし、本新株予約権付社債の要項の本転換社債

型新株予約権に関する規定は承継新株予約権について準用する。

(1）交付される承継会社等の新株予約権の数

当該組織再編行為の効力発生日直前において残存する本新株予約権付社債の所持人が保有する本転換社債型新

株予約権の数と同一の数とする。
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(2）承継会社等の新株予約権の目的たる株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

(3）承継会社等の新株予約権の目的たる株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編行為の条件を勘

案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、以下に従う。なお、転換価額は（注）３．

（2）②と同様の修正及び（注）３．（3）①乃至⑤と同様の調整に服する。

①合併、株式交換、株式移転又は株式交付の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社等の新

株予約権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本転換社債型新株予約権を行使した場合

に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編行為において受領する承継会社等の普通株式の数を受領

できるように、転換価額を定める。当該組織再編行為に際して承継会社等の普通株式以外の証券又はその他の

財産が交付されるときは、当該証券又は財産の公正な市場価値を承継会社等の普通株式の時価で除して得られ

る数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。

②その他の組織再編行為の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使し

たときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本転換社債型新株予約権を行使した場合に本新株予約権付

社債の所持人が得ることのできる経済的利益と同等の経済的利益を受領できるように、転換価額を定める。

(4）承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法

承継会社等の新株予約権１個の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、承継会社等の新株予約権１個

の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額とする。

(5）承継会社等の新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編行為の効力発生日又は承継会社等の新株予約権を交付した日のいずれか遅い日から、上記「新株

予約権の行使期間」欄に定める本転換社債型新株予約権の行使期間の満了日までとし、（注）４．に準ずる制

限に服する。

(6）承継会社等の新株予約権の行使の条件

上表「新株予約権の行使の条件」欄に準じて決定する。

(7）承継会社等の新株予約権の取得条項

定めない。

(8）承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事

項

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において

増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額とする。

(9）組織再編行為が生じた場合

（注）７．の規定に準じて決定する。

(10）その他

承継会社等の新株予約権の行使により承継会社等が交付する承継会社等の普通株式の数につき、１株未満の端

数が生じた場合は、会社法の規定に基づいて現金により精算する（承継会社等が単元株制度を採用している場

合において、承継会社等の新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、会社法に定める単元未

満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算し、１株未満の端数はこれを切り捨てる。）。な

お、かかる現金精算において生じた１円未満の端数はこれを切り捨てる。また、当該組織再編行為の効力発生

日時点における本新株予約権付社債の所持人は、本社債を承継会社等の新株予約権とは別に譲渡することがで

きないものとする。かかる本社債の譲渡に関する制限が法律上無効とされる場合には、承継会社等が発行する

本社債と同様の社債に付された承継会社等の新株予約権を、当該組織再編行為の効力発生日直前の本新株予約

権付社債の所持人に対し、本転換社債型新株予約権及び本社債の代わりに交付できるものとする。
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８．償還の方法

(1）償還金額

各社債の金額100円につき金100円

但し、繰上償還の場合は、（注）８．（2）②に定める金額による。

(2）社債の償還の方法及び期限

①本社債は、2031年５月20日（償還期限）にその総額を各社債の金額100円につき金100円で償還する。

②繰上償還事由

a 組織再編行為による繰上償還

イ 組織再編行為（（注）８．（2）② a ニ(ⅰ)に定義する。））が当社の株主総会で承認された場合（株主

総会の承認が不要な場合は当社の取締役会で決議された場合。かかる承認又は決議がなされた日を、以下

「組織再編行為承認日」という。）において、承継会社等(（注）８．（2）② a ニ(ⅱ)に定義する。）

の普通株式がいずれの金融商品取引所にも上場されない場合には、当社は本新株予約権付社債の社債権者

（以下「本新株予約権付社債権者」という。）に対して償還日（当該組織再編行為の効力発生日前の日と

する。）の30日前までに通知の上、残存する本社債の全部（一部は不可）を、以下の償還金額で繰上償還

するものとする。

ロ 上記償還に適用される償還金額は、参照パリティ（（注）８．（2）② a ハに定義する。）が100％を超

える場合には、各社債の金額100円につき金100円に参照パリティを乗じた額とし、参照パリティが100％

以下となる場合には、各社債の金額100円につき金100円とする。

ハ 参照パリティは、以下に定めるところにより決定された値とする。

（ⅰ）当該組織再編行為に関して当社普通株式の株主に支払われる対価が金銭のみである場合

当該普通株式１株につき支払われる当該金銭の額を当該組織再編行為承認日時点で有効な転換価額

（（注）３．（2）①に定義される。以下同じ。）で除して得られた値（小数第５位まで算出し、小数

第５位を四捨五入し、これを百分率で表示する。）

（ⅱ）(ⅰ)以外の場合

会社法に基づき当社の取締役会その他の機関において当該組織再編行為に関して支払われ若しくは交付

される対価を含む条件が決議又は決定された日（決議又は決定された日よりも後に当該組織再編行為の

条件が公表される場合にはかかる公表の日）の直後の取引日（東京証券取引所において売買立会が行わ

れる日をいう。但し、東京証券取引所において当社普通株式のあらゆる種類の取引停止処分又は取引制

限（一時的な取引制限も含む。）があった場合には、当該日は「取引日」にあたらないものとする。以

下同じ。）に始まる５連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値

を、当該５連続取引日の最終日時点で有効な転換価額で除して得られた値（小数第５位まで算出し、小

数第５位を四捨五入し、これを百分率で表示する。）とする。当該５連続取引日において（注）３．

（3）① b 、② b 及び⑤に記載の転換価額の調整事由が生じた場合には、当該５連続取引日の当社普

通株式の普通取引の終値の平均値は、（注）３．（3）に記載の転換価額の調整条項に準じて合理的に

調整されるものとする。

ニ それぞれの用語の定義は以下のとおりとする。

（ⅰ）組織再編行為

当社が消滅会社となる合併契約の締結、当社が分割会社となる吸収分割契約の締結若しくは新設分割計

画の作成、当社が他の会社の完全子会社となる株式交換契約の締結若しくは株式移転計画の作成、株式

交付親会社が当社の発行済株式の全部を取得することを内容とする株式交付計画の作成又はその他の日

本法上の会社組織再編手続で、かかる手続により本社債に基づく当社の義務が他の会社に引き受けられ

ることとなるものをいう。

（ⅱ）承継会社等

当社による組織再編行為に係る吸収合併存続会社若しくは新設合併設立会社、吸収分割承継会社若しく

は新設分割設立会社、株式交換完全親会社若しくは株式移転完全親会社、株式交付親会社又はその他の

日本法上の会社組織再編手続におけるこれらに相当する会社のいずれかであって、本社債に基づく当社

の義務を引き受けるものをいう。

ホ 当社は、（注）８．（2）② a イに定める通知を行った後は、当該通知に係る繰上償還通知を撤回又は取

り消すことはできない。
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b 公開買付けによる上場廃止に伴う繰上償還

イ 当社普通株式について金融商品取引法に基づく公開買付けがなされ、当社が当該公開買付けに賛同する意

見を表明し、当該公開買付けの結果、当社普通株式が上場されている全ての日本の金融商品取引所におい

てその上場が廃止となる可能性があることを当社又は公開買付者が公表又は容認し（但し、当社又は公開

買付者が、当該公開買付け後も当社普通株式の上場を維持するよう努力する旨を公表した場合を除

く。）、かつ公開買付者が当該公開買付けにより当社普通株式を取得した場合、当社は、本新株予約権付

社債権者に対して当該公開買付けによる当社普通株式の取得日（当該公開買付けに係る決済の開始日を意

味する。）から15日以内に通知の上、当該通知日から30日以上60日以内の日を償還日として、残存する本

社債の全部（一部は不可）を、（注）８．（2）② a に記載の償還の場合に準ずる方式によって算出され

る償還金額で繰上償還するものとする。

ロ （注）８．（2）② a 及び b の両方に従って本社債の償還を義務付けられる場合、（注）８．（2）② a

の手続が適用される。但し、組織再編行為により当社普通株式の株主に支払われる対価を含む条件が公表

される前に（注）８．（2）② b に基づく通知が行われた場合には、（注）８．（2）② b の手続が適用

される。

c スクイーズアウト事由による繰上償還

当社普通株式を全部取得条項付種類株式にする定款の変更の後、当社普通株式の全てを対価をもって取得す

る旨の当社の株主総会の決議がなされた場合、当社の特別支配株主（会社法第179条第１項に定義され

る。）による当社の他の株主に対する株式等売渡請求を承認する旨の当社の取締役会の決議がなされた場合

又は上場廃止を伴う当社普通株式の併合を承認する旨の当社の株主総会の決議がなされた場合（以下「スク

イーズアウト事由」という。）、当社は、本新株予約権付社債権者に対して、実務上可能な限り速やかに、

但し、当該スクイーズアウト事由の発生日から14日以内に通知した上で、当該通知において指定した償還日

（かかる償還日は、当該スクイーズアウト事由に係る当社普通株式の取得日又は効力発生日より前で、当該

通知の日から14銀行営業日（株式会社証券保管振替機構の休業日ではない日をいう。以下同じ。）目以降30

銀行営業日目までのいずれかの日とする。）に、残存する本社債の全部（一部は不可）を、（注）８．

（2）② a に記載の償還の場合に準ずる方式によって算出される償還金額で繰上償還するものとする。

d 支配権変動事由による繰上償還

イ 本新株予約権付社債権者は、支配権変動事由（（注）８．（2）② d ロに定義する。）が生じた場合、当

該事由が生じた日後いつでも、その選択により、当社に対し、あらかじめ書面により通知し、当該通知日

から30日以上60日以内の日を償還日として、その保有する本社債の全部又は一部を、（注）８．（2）②

a に記載の償還の場合に準ずる方式によって算出される償還金額で繰上償還することを、当社に対して請

求する権利を有するものとする。

ロ 「支配権変動事由」とは、特定株主グループ（当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定す

る株券等をいう。）の保有者（同法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を含む。）及びその共

同保有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなさ

れる者を含む。））の株券等保有割合（同法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいう。）が

50％超となった場合をいう。

e 財務制限条項抵触事由による繰上償還

イ 本新株予約権付社債権者は、財務制限条項抵触事由（（注）８．（2）② e ロに定義する。）が生じた場

合、当該事由が生じた日以降、その選択により、当社に対して、償還すべき日の15銀行営業日以上前に事

前通知を行った上で、当該繰上償還日に、その保有する本新株予約権付社債の全部又は一部を各社債の金

額100円につき金100円で繰上償還することを、当社に対して請求する権利を有する。

ロ 「財務制限条項抵触事由」とは、当社の2025年12月期以降の連結若しくは単体の通期の損益計算書に記載

される経常損益が２期連続して損失となった場合、又は、当社の2025年12月期以降の各連結会計年度末日

における連結の通期の貸借対照表に記載される純資産合計の額が、直前の連結会計年度末日における連結

の通期の貸借対照表に記載される純資産合計の額の75％を下回った場合、若しくは当社の2025年12月期以

降の各事業年度の末日における単体の通期の貸借対照表に記載される株主資本合計の額が、直前の事業年

度の末日における通期の貸借対照表に記載される株主資本合計の額の75％を下回った場合をいう。

f 上場廃止事由等又は監理銘柄指定による繰上償還

イ 本新株予約権付社債権者は、当社普通株式について、上場廃止事由等（（注）８．（2）② f ロに定義す

る。）が生じた若しくは生じる合理的な見込みがある場合、又は東京証券取引所による監理銘柄への指定

がなされた若しくはなされる合理的な見込みがある場合には、その選択により、当社に対して、償還すべ

き日の15銀行営業日以上前に事前通知を行った上で、当該繰上償還日に、その保有する本新株予約権付社

債の全部又は一部を各社債の金額100円につき金100円で繰上償還することを、当社に対して請求する権利

を有する。

ロ 「上場廃止事由等」とは、当社又はその企業集団に、東京証券取引所有価証券上場規程第601条第１項各

号に定める事由が発生した場合、又は、当社が本新株予約権付社債の払込期日以降その事業年度の末日現
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在における財務諸表又は連結財務諸表において債務超過となる場合において、当該事業年度の末日の翌日

から起算して６か月を経過する日までの期間において債務超過の状態でなくならなかった場合をいう。

g 取引停止による繰上償還

当社普通株式の取引について東京証券取引所又はその他により、５取引日以上連続して取引停止が課された

場合、本新株予約権付社債権者は、その選択により、当社に対して、償還すべき日の15銀行営業日以上前に

事前通知を行った上で、当該繰上償還日に、その保有する本新株予約権付社債の全部又は一部を各社債の金

額100円につき金100円で繰上償還することを、当社に対して請求する権利を有する。

③本項に定める償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上げる。

(3）買入消却

①当社及びその子会社（（注）８．（3）③に定義する。）は、本新株予約権付社債権者と合意の上、随時本新

株予約権付社債をいかなる価格でも買入れることができる。

②当社又はその子会社が本新株予約権付社債を買入れた場合には、当社は、いつでも、その選択により（当社の

子会社が買入れた場合には、当該子会社より消却のために当該本新株予約権付社債の交付を受けた後）、当該

本新株予約権付社債に係る本社債を消却することができ、かかる消却と同時に当該本新株予約権付社債に係る

本転換社債型新株予約権は消滅する。

③「子会社」とは、会社法第２条第３号に定める子会社をいう。

 

９．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は以下のとおりであります。

（1）権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

＜行使制限＞

①割当先は、2026年５月19日から2027年５月18日までの期間は、原則として、本転換社債型新株予約権を行使

又は転換できず、2027年５月19日から2029年５月18日までの期間は、本転換社債型新株予約権の転換により

交付された又は交付されることとなる発行会社の普通株式の累積数（但し、全ての行使又は転換が当初の行

使価額又は転換価額において行われたと仮定して算出される株式数とする。）の、全ての本証券の当初の目

的となる発行会社の普通株式の株式数に占める比率が、以下の各期間に応じて定められた値を超えることと

なる本転換社債型新株予約権の行使又は転換をしません。なお、割当先は、2029年５月19日以降、本転換社

債型新株予約権の全てを行使又は転換できるものとします。

a 2027年５月19日から2028年５月18日までの期間：３分の１

b 2028年５月19日から2029年５月18日までの期間：３分の２

②①にかかわらず、第１回新株予約権の（注）７．（1）＜行使制限＞中の②に記載の事由に該当する場合に

は、割当先は、その後いつでも本転換社債型新株予約権を行使できます。

＜本新株予約権付社債の繰上償還請求権＞

本新株予約権付社債の発行要項の定めにかかわらず、本引受契約に定める一定の場合には、割当予定先は、

いつでもその選択により、当社に対し、あらかじめ書面により通知し、当該通知日から30日以上60日以内の

日を買入日として、その保有する本新株予約権付社債のうち当該通知において指定する金額の本新株予約権

付社債を、金100円につき100円で買い入れることを、当社に対して請求する権利を有するものとし、かかる

請求があった場合、当社は、当該通知日から30日以上60日以内の日を買入日として、当該通知において指定

する金額の本新株予約権付社債を、金100円につき100円で買い入れるものとすることを合意いたします。

（2）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容該当事項はありません。

（3）当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と会社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

該当事項はありません。

（4）その他投資者の保護を図るための必要な事項

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2026年１月１日～

2026年６月30日
－ 60,042,592 － 4,497 － 3,582

 

（５）【大株主の状況】

  2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号赤坂イン

ターシティＡＩＲ
32,868 6.24

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい三丁目１番１号 28,316 5.38

三菱鉛筆取引先持株会 東京都品川区東大井五丁目23番37号 24,542 4.66

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 24,077 4.57

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 23,750 4.51

大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀一丁目２番１号 23,440 4.45

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 22,378 4.25

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505103

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,

MASSACHUSETTS

（港区港南二丁目15番１号品川インターシ

ティＡ棟）

19,752 3.75

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 16,195 3.07

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 15,400 2.92

計 － 230,718 43.85
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

   2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－

－
普通株式 7,437,300

（相互保有株式）
－

普通株式 2,596,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 49,968,100 499,681 －

単元未満株式 普通株式 41,192 － －

発行済株式総数  60,042,592 － －

総株主の議決権  － 499,681 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、「管理職層向け株式交付信託（RS信託）」が保有する当社株式が

82,800株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）      

三菱鉛筆㈱
東京都品川区東大井

五丁目23番37号
7,437,300 － 7,437,300 12.38

（相互保有株式）      

三菱鉛筆東京販売㈱
東京都品川区東大井

五丁目22番５号
1,129,200 － 1,129,200 1.88

三菱鉛筆九州販売㈱
福岡県福岡市博多区吉塚

二丁目20番21号
536,800 － 536,800 0.89

ユニマーケティング

サービス㈱

東京都品川区東大井

五丁目23番37号
930,000 － 930,000 1.54

計 － 10,033,300 － 10,033,300 16.71

（注）「自己名義所有株式数」には、「管理職層向け株式交付信託（RS信託）」が保有する当社株式82,800株が

含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 37,067 48,179

受取手形及び売掛金 ※１ 20,327 ※１ 18,225

棚卸資産 ※２ 30,753 ※２ 31,745

その他 4,074 4,200

貸倒引当金 △429 △511

流動資産合計 91,793 101,840

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 15,587 15,469

その他（純額） 17,675 18,171

有形固定資産合計 33,262 33,641

無形固定資産   

のれん 5,844 5,590

商標権 5,580 5,458

その他 1,320 1,323

無形固定資産合計 12,746 12,373

投資その他の資産   

投資有価証券 32,024 39,581

投資不動産（純額） 5,822 5,774

その他 7,440 7,737

貸倒引当金 △83 △83

投資その他の資産合計 45,203 53,010

固定資産合計 91,212 99,024

資産合計 183,005 200,864
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,140 3,921

短期借入金 1,735 1,730

未払法人税等 904 2,385

賞与引当金 656 641

その他 8,266 7,674

流動負債合計 14,703 16,354

固定負債   

社債 － 10,023

長期借入金 13,166 17,306

退職給付に係る負債 2,880 2,872

役員退職慰労引当金 74 72

その他 11,748 15,102

固定負債合計 27,869 45,377

負債合計 42,573 61,731

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,497 4,497

資本剰余金 4,809 4,852

利益剰余金 106,521 109,374

自己株式 △6,002 △15,768

株主資本合計 109,825 102,956

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 16,456 21,479

為替換算調整勘定 10,019 10,860

退職給付に係る調整累計額 2,225 2,104

その他の包括利益累計額合計 28,701 34,443

新株予約権 － 0

非支配株主持分 1,906 1,732

純資産合計 140,432 139,133

負債純資産合計 183,005 200,864
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 43,245 47,757

売上原価 20,977 23,740

売上総利益 22,267 24,016

販売費及び一般管理費 ※ 17,467 ※ 17,846

営業利益 4,799 6,170

営業外収益   

受取利息 45 39

受取配当金 324 405

受取地代家賃 195 188

受取保険金 24 31

為替差益 － 64

その他 58 99

営業外収益合計 648 827

営業外費用   

支払利息 71 143

為替差損 193 －

賃貸費用 105 96

シンジケートローン手数料 16 13

投資事業組合管理費 39 40

その他 64 52

営業外費用合計 491 347

経常利益 4,957 6,650

特別利益   

固定資産売却益 1 1

関係会社清算益 82 －

特別利益合計 84 1

特別損失   

固定資産除売却損 5 117

工場再編損失 5 39

店舗閉鎖損失 398 －

投資有価証券評価損 － 55

会員権評価損 － 7

特別損失合計 409 219

税金等調整前中間純利益 4,632 6,433

法人税等 1,386 2,078

中間純利益 3,245 4,354

非支配株主に帰属する中間純利益 101 94

親会社株主に帰属する中間純利益 3,144 4,259
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

中間純利益 3,245 4,354

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,200 5,022

為替換算調整勘定 △341 814

退職給付に係る調整額 △64 △120

その他の包括利益合計 794 5,715

中間包括利益 4,039 10,069

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 3,971 10,002

非支配株主に係る中間包括利益 68 67
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 4,632 6,433

減価償却費 2,407 2,399

貸倒引当金の増減額（△は減少） 558 76

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △53 188

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △90 △245

受取地代家賃 △194 △188

受取利息及び受取配当金 △370 △444

支払利息 71 143

為替差損益（△は益） 158 △54

固定資産除売却損益（△は益） 4 115

投資有価証券評価損益（△は益） － 55

のれん償却額 251 285

売上債権の増減額（△は増加） 955 2,283

棚卸資産の増減額（△は増加） △824 △542

仕入債務の増減額（△は減少） △4,485 767

未収消費税等の増減額（△は増加） △668 △561

その他 458 242

小計 2,810 10,954

利息及び配当金の受取額 373 439

利息の支払額 △72 △149

法人税等の支払額 △2,544 △1,120

営業活動によるキャッシュ・フロー 566 10,124

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △2,898 △2,718

固定資産の売却による収入 0 1,336

投資有価証券の取得による支出 △216 △423

受取地代家賃による収入 194 188

定期預金の預入による支出 △270 △1,184

定期預金の払戻による収入 821 2,293

その他 76 △162

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,292 △669

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △6 △5

長期借入れによる収入 － 5,000

長期借入金の返済による支出 △860 △860

非支配株主からの払込みによる収入 174 －

自己株式の取得による支出 △2,386 △9,981

株式の発行による収入 － 0

配当金の支払額 △1,372 △1,405

非支配株主への配当金の支払額 △90 △174

社債の発行による収入 － 10,023

その他 △9 △180

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,549 2,416

現金及び現金同等物に係る換算差額 △346 286

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,622 12,157

現金及び現金同等物の期首残高 39,587 32,807

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 32,965 ※ 44,965
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【注記事項】

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

管理職層向け株式交付信託（RS信託）

当社は、2025年11月27日開催の取締役会決議に基づき、当社の管理職層に属する従業員（以下「従業員」とい

う。）に対する福利厚生制度を拡充させるとともに、従業員の帰属意識を醸成し、経営参画意識を持たせ、さら

に当社業績や株価上昇への意識を高めることにより、当社の中長期的な企業価値向上を図ることを目的として、

2026年５月に、従業員向けインセンティブ・プラン（管理職層向け株式交付信託（RS信託））を導入しておりま

す。

 

(1) 取引の概要

本制度は、当社が設定する信託の受託者が、当社が拠出する金銭を原資として当社普通株式（以下「当社株

式」という。）の取得を行ったうえで、当社が付与するポイントに応じた数の当社株式を従業員に交付するイン

センティブ・プランです。当該ポイントは、当社取締役会が定める従業員向け株式交付規程に従って、従業員の

役職等に応じて付与されるものであり、各従業員に交付される当社株式の数は、付与されるポイント数により定

まります。なお、交付される当社株式については、原則として当社と各従業員との間で譲渡制限契約を締結する

ことにより、退職までの譲渡制限を付すものとします。

 

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当中間連結会計期間末において、201百万

円及び82,800株であります。

 

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

当社の税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっており

ます。
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（中間連結貸借対照表関係）

※１.期末日満期手形

　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。

　なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形を満期日に決

済が行われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度
（2025年12月31日）

当中間連結会計期間
（2026年６月30日）

受取手形 89百万円 －百万円

 

※２. 棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年12月31日）

当中間連結会計期間
（2026年６月30日）

商品及び製品 16,905百万円 17,427百万円

仕掛品 4,916  4,664  

原材料及び貯蔵品 8,931  9,653  

 

（中間連結損益計算書関係）

※．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
　　至 2025年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
　　至 2026年６月30日）

販売促進費 2,305百万円 2,806百万円

運賃荷造費 1,343 1,481 

貸倒引当金繰入額 486  36  

給与手当 5,053  5,377  

退職給付費用 161  121  

賞与引当金繰入額 365  382  

役員退職慰労引当金繰入額 5  8  

研究開発費 2,143  2,018  

減価償却費 526  596  
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
　　至 2025年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
　　至 2026年６月30日）

現金及び預金勘定 34,089百万円 48,179百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,124  △3,214  

現金及び現金同等物 32,965  44,965  

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

配当に関する事項

　（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月27日

定時株主総会
普通株式 1,441 25.00 2024年12月31日 2025年３月28日 利益剰余金

　（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後とな

るもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年７月31日

取締役会
普通株式 1,473 26.00 2025年６月30日 2025年９月４日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

配当に関する事項

　（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年３月26日

定時株主総会
普通株式 1,473 26.00 2025年12月31日 2026年３月27日 利益剰余金

　（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後とな

るもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年７月30日

取締役会
普通株式 1,499 28.50 2026年６月30日 2026年９月４日 利益剰余金

（注）2026年７月30日開催の取締役会決議による配当金の総額には、「管理職層向け株式交付信託（RS信託）」が

保有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 
筆記具及び筆記具
周辺商品事業

その他の事業 合計
調整額
（注）１

中間連結
財務諸表計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 42,012 1,232 43,245 － 43,245

セグメント間の内部売上高又は振替高 0 11 11 △11 －

 計 42,013 1,243 43,257 △11 43,245

セグメント利益 4,737 70 4,808 △8 4,799

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、中間連結財務諸表の営業利益と調整しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 
筆記具及び筆記具
周辺商品事業

その他の事業 合計
調整額
（注）１

中間連結
財務諸表計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 46,449 1,308 47,757 － 47,757

セグメント間の内部売上高又は振替高 0 9 9 △9 －

 計 46,449 1,317 47,766 △9 47,757

セグメント利益 6,046 106 6,153 16 6,170

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、中間連結財務諸表の営業利益と調整しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

 筆記具及び筆記具周辺商品事業
その他の事業（注） 合計

 筆記具 筆記具周辺商品

日本 14,051 3,458 1,232 18,742

米国 5,378 24 － 5,402

欧州 8,234 49 － 8,284

アジア 7,849 63 － 7,912

その他 2,882 21 － 2,903

顧客との契約から

生じる収益
38,395 3,616 1,232 43,245

外部顧客への売上高 38,395 3,616 1,232 43,245

（注）報告セグメントの「その他の事業」は、主に粘着テープの製造・販売、手工芸品の販売を含んでおりま

す。

 

当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント

 筆記具及び筆記具周辺商品事業
その他の事業（注） 合計

 筆記具 筆記具周辺商品

日本 14,743 3,498 1,308 19,550

米国 6,508 129 - 6,637

欧州 9,413 92 - 9,506

アジア 9,232 16 - 9,248

その他 2,806 8 - 2,815

顧客との契約から

生じる収益
42,703 3,745 1,308 47,757

外部顧客への売上高 42,703 3,745 1,308 47,757

（注）報告セグメントの「その他の事業」は、主に粘着テープの製造・販売、手工芸品の販売を含んでおりま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
　　至　2025年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
　　至　2026年６月30日）

(1) １株当たり中間純利益 57.28円 80.49円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
3,144 4,259

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

（うち優先配当額（百万円）） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（百万円）
3,144 4,259

普通株式の期中平均株式数（株） 54,886,034 52,924,664

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 －円 80.42円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
－ 0

（うち支払利息（税額相当額控除後）

（百万円））
－ －

（うち優先配当額（百万円）） － －

普通株式増加数（株） － 38,388

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）１．当社は、「管理職層向け株式交付信託（RS信託）」を導入しております。株主資本において自己株式として計

上されている信託に残存する当社株式は、１株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の

算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、１株当たり中間純利益及

び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は次のとおりであ

ります。

・管理職層向け株式交付信託（RS信託）に残存する当社自己株式数

前中間連結会計期間 －株

当中間連結会計期間 82,800株

２．前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　当社は2026年７月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおりに決議しております。

　　①配当金の総額　　　　　　　　　　 1,499百万円

　　②１株当たりの配当額　　　　　　　　　28円50銭

　　③基準日　　　　　　　　　　　　2026年６月30日

　　④効力発生日　　　　　　　　　　2026年９月４日

 

EDINET提出書類

三菱鉛筆株式会社(E02366)

半期報告書

33/36



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

2026年８月５日

三菱鉛筆株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 中　田　宏　高

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 田　坂　真　子

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
三菱鉛筆株式会社の2026年１月１日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026
年１月１日から2026年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間
連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中
レビューを行った。
 

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三菱鉛筆株式会社及び連結子会社の2026年６月30日現
在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況
を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ
ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レ
ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子
会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間
連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
 

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
 

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立
場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー
の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の

期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信

じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸

表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適

正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入

手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レ
ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。
 
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。
 

以　上
 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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